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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第８期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３ 第８期中及び第８期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間（当期）純損失を計上しているため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,492,017 4,865,683 4,074,032 7,247,150 8,712,642

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 311,251 △849,374 170,636 429,660 △1,932,975

中間（当期）純利益 
は中間（当期）純損失 
（△）

(千円) 181,062 △829,312 89,941 254,750 △2,594,935

純資産額 (千円) 2,913,259 2,313,227 3,997,566 3,030,596 3,869,476

総資産額 (千円) 10,038,266 12,560,499 11,020,341 12,375,427 13,367,189

１株当たり純資産額 (円) 59,011.09 43,996.54 39,927.76 60,631.34 39,129.49

１株当たり中間（当期)
純利益金額又は 
１ 株 当 た り 中 間（当
期）純損失金額（△）

(円) 3,681.85 △16,537.96 1,023.05 5,151.67 △48,547.03

潜在株式調整後１株 
当たり中間（当期） 
純利益金額

(円) 3,357.17 ― 1,019.76 4,708.35 ―

自己資本比率 (％) 29.0 17.6 31.9 24.5 25.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 452,577 △225,589 520,151 45,826 △291,269

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △3,154,483 △916,186 △360,730 △4,479,867 △2,113,729

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,725,572 1,419,659 △271,730 4,429,342 4,206,833

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高

(千円) 1,646,709 1,905,538 2,607,225 1,620,324 3,418,982

従業員数 (人) 140 185 173 171 167



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第８期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額

（△）」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成

しているため記載を省略しております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,803,688 2,868,257 2,354,456 3,846,012 4,807,997

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 149,866 △290,403 95,781 211,933 △1,240,241

中間（当期）純利益又 
中間（当期）純損失 
（△）

(千円) 86,072 △296,413 45,541 123,513 △1,602,388

資本金 (千円) 1,338,179 1,360,808 2,861,473 1,353,948 2,861,046

発行済株式総数 (株) 49,368 50,196 87,928 49,984 87,908

純資産額 (千円) 2,973,538 2,766,171 4,483,057 3,054,379 4,460,153

総資産額 (千円) 8,066,598 10,315,171 10,435,391 9,676,936 11,108,804

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.9 26.8 43.0 31.6 40.1

従業員数 (人) 55 70 52 61 55



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更（事業区分の変更） 

事業区分について、製品種類の類似性を勘案した事業区分（コンテンツ（制作）事業、コンテンツ

（ライツ）事業、メディア事業、その他事業）を採用しておりましたが、当社グループの事業領域の拡

大に伴い、セグメント情報を明瞭に表示することを目的として、当中間連結会計期間より、コンテンツ

（制作）事業、コンテンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業、その他事業の５事業に

分類いたしました。具体的には、前連結会計年度まで、その他事業に含めておりましたファイナンス事

業を独立させた区分となっております。 

主な関係会社（連結子会社） 

  株式会社GDHキャピタル 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

株式会社ゴンゾロッソオンライン（連結子会社）と株式会社Gクリエイターズ（連結子会社）は、平

成19年４月１日に合併し、株式会社ゴンゾロッソ（連結子会社）となりました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1)合併 

株式会社ゴンゾロッソオンライン（連結子会社）と株式会社Gクリエイターズ（連結子会社）は、平

成19年４月１日に合併し、株式会社ゴンゾロッソ（連結子会社）となりました。 

  

(2)新規 

 
(注) 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(3)除外 

有限会社イズミプロジェクト 

有限会社イズミプロジェクトが運営するファンド名「GDHエンタテインメントファンド１号」につい

て、当社グループの出資比率が低下したこと及び支配力が低下したことにより、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲より除外しております。 

名称         住所
資本金

 
主要な事業
の内容

議決権の 
所有割合 
(％)

関係内容

（連結子会社）

GDH(M) SDN.BHD. KualaLumpur,Malaysia
200万リン

ギット
メディア事業 100

・管理業務の受託 

・役員の兼任２名

GOLDSKY  
ACCESS INTERNATIONAL, Inc.

Labuan,Malaysia
50万リン

ギット
メディア事業 100 ・管理業務の受託

ジャパンエンターテインメント
投資事業有限責任組合

東京都新宿区 450百万円 ファイナンス事業 45 ・有限責任組合員



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、他社から社外への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

コンテンツ（制作）事業 70

コンテンツ（ライツ）事業 37

メディア事業 28

ファイナンス事業 2

その他事業 -

全社(共通) 36

合計 173

従業員数(人) 52



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、国際金融市場の混乱の影響など、不安要素はあるもの

の、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用・所得環境の改善等により、景気は緩やかな拡

大を継続しております。 

アニメーション業界におきましては、ブロードバンドへの需要シフト等に伴いＤＶＤ市場における新

作売上の落ち込みが顕著となっております。 

このような事業環境のもと、当社グループは、アニメーション制作事業を核とし、海外販売事業及び

オンラインゲームの企画・運営事業並びに中長期的な成長を視野に入れた新規事業等に取り組んでまい

りました。 

以上の結果、過去作品の版権収入が順調に推移したこと及び制作受注に伴う制作売上が増加し、ま

た、オンラインゲームの売上が増加したことにより、当初予定を上回る業績見込みとなったため、平成

19年９月25日付で、平成20年３月期（中間期）の業績予想を上方修正いたしました。 

 以上により、当中間連結会計期間の売上高は4,074百万円(前年同期比16.3%減)、経常利益は170百万

円、中間純利益は89百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、事業区分について、製品種類の類似性等を勘案した事業区分（コンテンツ（制作）事業、コン

テンツ（ライツ）事業、メディア事業、その他事業）を採用しておりましたが、当社グループの事業領

域の拡大に伴い、セグメント情報をより明瞭に表示することを目的として、当中間連結会計期間より、

コンテンツ（制作）事業、コンテンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業、その他事業

の５事業に区分いたしました。具体的には、前連結会計年度までその他事業に含めておりました、ファ

イナンス事業を独立させた区分となっております。 

  また、前年同期比較に当たっては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。

  

（コンテンツ（制作）事業） 

当中間連結会計期間におきましては、「瀬戸の花嫁」、「風のスティグマ」、「ロミオ×ジュリエッ

ト」、「ぼくらの」及び「ドラゴノーツ－ザ レゾナンス－」といったテレビ向けアニメ作品の制作を

中心に業務を行った結果、当該事業の売上高は1,878百万円（前年同期比22.2％減）、営業利益は325百

万円（※）となりました。 

  

（コンテンツ（ライツ）事業） 

当中間連結会計期間におきましては、「ＲＥＤ ＧＡＲＤＥＮ」、「Ｎ・Ｈ・Ｋにようこそ!」、「パ

ンプキン・シザーズ」、「ブレイブ ストーリー」、「ロミオ×ジュリエット」及び「ぼくらの」を中

心とした、アニメ作品のビデオグラム化・海外番組販売などの版権収入や印税収入を計上いたしまし

た。 

また、ビデオグラム発売元事業におきましては、「マスター オブ エピック～The Animation Age

～」、「ＲＥＤ ＧＡＲＤＥＮ」及び「パンプキン・シザーズ」を中心に発売元事業を行い、加えて、

ビデオグラム化権や海外利用権等の二次利用化権の許諾収入、当該作品からの版権収入及び印税収入の



確保に努めてまいりました。  

 その結果、当該事業の売上高は1,462百万円(前年同期比26.1%減)、営業利益は175百万円（※）とな

りました。  

  

（メディア事業） 

当該セグメントにつきましては、オンラインゲームの企画・運営事業及びモバイルサイトの企画・運

営事業等について分類しております。 

オンラインゲームの企画・運営事業につきましては、ＭＭＯＲＰＧ(Massively Multiplayer Online 

Role Playing Game＝ 多人数参加型オンラインロールプレイングゲーム）作品「ナイトオンライン」及

び「Master of Epic～The ResonanceAge Universe～」が会員数及び顧客単価ともに堅調に推移し、ま

た、GONZO ROSSO(M) SDN.BHD.及びGOLDSKY ACCESS SDN.BHD.の事業はアジア地域において順調に推移

し、収益に貢献いたしました。  

モバイルサイトの企画・運営事業につきましては、アニメ専門誌「月刊Newtype」(株式会社角川書

店)のモバイルサイト及びＧＯＮＺＯが手掛けるアニメ作品の情報を提供するモバイルサイト「GONZO 

Mobile」のサービス充実に取り組みましたが、競合他社のモバイルサイト数の増加に伴い、競争が激化

している状況となっております。 

その結果、当事業の売上高は622百万円(前年同期比41.2%増)、営業利益は97百万円（前年同期比

681.1％増）となりました。 

  

（ファイナンス事業） 

当該セグメントにつきましては、ファンドの組成・運営事業等について分類しております。 

当中間連結会計期間におきましては、ファンドの運営手数料及びファイナンスアレンジメントに関す

る手数料の収益を計上いたしました。 

その結果、当事業の売上高は97百万円(※)、営業利益は104百万円(※)となりました。 

  

（その他事業） 

当該セグメントにつきましては、上記の４事業に区分されない収益について分類しております。 

当中間連結会計期間につきましては、当該セグメントの売上高は12百万円（前年同期比54.3％減）、

営業利益は12百万円（前年同期比54.4％減）となりました。 

(※) 前中間連結会計期間の数値がマイナスであるため又は比率が1000%を超えるため、前年同期比の記載を省略いたしまし

た。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高(以下「資金」という)は、2,607百万円

となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は520百万円となりました。これは主に、

未払金の減少が763百万円あったものの、税金等調整前中間純利益を132百万円計上したこと、制作事業

における前受金が525百万円増加したこと及び売上債権の回収が361百万円あったことによるものであり

ます。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、360百万円となりました。これは主

に、コンテンツ版権に対する投資637百万円、無形固定資産の取得105百万円によるものであります。ま

た、子会社株式の売却による収入が345百万円ありました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は、271百万円となりました。これは主

に、長期借入れによる収入が492百万円、少数株主からの払込による収入が236百万円あったものの、短

期借入金の返済が360百万円、長期借入金の返済が624百万円あったことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ コンテンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業及びその他事業は受注生産を行っておりませ

ん。 

３ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ コンテンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業及びその他事業は受注生産を行っておりませ

ん。 

３ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前年同期比（％）

コンテンツ（制作）事業    (千円) 2,119,496 69.7

合計(千円) 2,119,496 69.7

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

前年同期比(％) 前年同期比(％)

コンテンツ（制作）事業(千円) 1,618,210 147.7 2,634,140 47.2

合計(千円) 1,618,210 147.7 2,634,140 47.2

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前年同期比（％）

コンテンツ（制作）事業   (千円) 1,878,916 77.8

コンテンツ（ライツ）事業  (千円) 1,462,255 73.9

メディア事業        (千円) 622,985 141.2

ファイナンス事業      (千円) 97,194 5,429.8

その他事業         (千円) 12,680 45.7

合計(千円) 4,074,032 83.7



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、今後のブロードバンドに代表される新しい市場環境への急激な変化に対応した事業

基盤の強化に努めてまいります。  

 今後の当社グループの対処すべき課題は、次のとおりであります。  

  

①「ＧＯＮＺＯ（ゴンゾ）」ブランドのより一層の確立と企画・制作体制の強化 

ホビー向けブランドとして築いてきた「ＧＯＮＺＯ」のより一層の確立を図っていくとともに、グ

ローバルな展開を視野に入れた革新的なコンテンツの企画開発に注力してまいります。また、制作面

においては、経営体制を刷新するとともに、制作稼働率の向上及びコスト削減の徹底等を行うことに

より、制作体制を強化してまいります。 

②ＧＯＮＺＯ映画事業及びＧＯＮＺＯ＋事業の積極推進 

コンテンツ・ラインアップ拡充のため、ＧＯＮＺＯ映画事業（劇場向けアニメーション事業）へ本

格的に参入し、平成18年１月にＧＯＮＺＯ初のオリジナル劇場向け長編アニメーション「銀色の髪の

アギト」を、また、株式会社フジテレビジョンとの提携により、平成18年７月に直木賞作家である宮

部みゆき氏原作の「ブレイブストーリー」を全国劇場公開いたしました。 

今後におきましても、全国展開可能な有力作品の制作に努めていくとともに、事業体制の強化を図

ってまいります。 

また、「ＧＯＮＺＯ」ブランドのグローバル化の総仕上げとして、クールなアニメーションをメジ

ャーにするプロジェクトであるＧＯＮＺＯ＋（ゴンゾプラス）事業を始動することで、収益の安定化

と拡大を図ってまいります。その第１弾として、アニメ作品「アフロ・サムライ」を平成19年１月に

米国全土で、平成19年10月には日本の劇場において公開いたしました。 

③新規事業への取り組み強化 

中長期的な成長を視野に入れ、オンラインゲーム事業等の新規事業について、以下のとおり取り組

んでまいります。 

オンラインゲーム事業につきましては、当社グループの強みであるアニメーション事業との相乗効

果を活用し他社との差別化を図るとともに、アニメ制作で培った高いエンターテインメント力及び営

業力を活かし、作品ラインナップの拡充及び自社開発作品投入等によるグローバル事業展開等を推進

することにより収益拡大に努めてまいります。 

また、ファイナンス事業において、ファンドの組成・運営事業に加え、新たな高収益率事業を積極

的に推進してまいります。 

今後におきましても、保有する経営資源の有効活用および既存事業との相乗効果等が見込まれる新

規事業につきましては、慎重に検討を重ねた上で取り組んでまいります。 

④その他 

当社が保有するコンテンツライブラリーの積極的かつ効果的な活用を図ることで、国内外における

ブロードバンド、ＥＣ、モバイル、ゲーム、商品化等におけるライツ事業を積極的に推進してまいり

ます。また、経営体制の強化及びグループ全体におけるコスト削減等、経営基盤の強化に積極的に取

り組んでまいります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

なお、前連結会計年度以前に締結され、当中間連結会計年度中において有効である重要な契約は以下のと

おりであります。 

  

 
  

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

会社名
有限会社サムライプロジ
ェクト

有限会社イズミプロジェク
ト

国名 日本 日本

契約内容

作品名「アフロ・サムラ
イ」事業に関する有限会
社サムライプロジェクト
と当社との匿名組合契約

ファンド名「ＧＤＨエンタ
テインメントファンド１
号」事業に関する有限会社
イズミプロジェクトと当社
との匿名組合契約

契約期間
自 平成17年４月28日
至 平成22年３月31日

自 平成18年３月31日
至 平成23年９月30日

出資総額（千円） 62,000 47,459

その他の契約事項

当社は有限会社サムライ
プロジェクトとコンテン
ツ販売に関してミニマム
ギャランティ契約（最低
保証金支払契約）を締結
しております。

当社は有限会社イズミプロ
ジェクトとコンテンツ販売
に関してミニマムギャラン
ティ契約（最低保証金支払
契約）を締結しておりま
す。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中

間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権の行

使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,000

計 195,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,928 87,928
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 87,928 87,928 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 第１回ストックオプション 

新株引受権(第１回ストックオプション)は、商法等改正整備法第19条第１項の規定により新株予約

権とみなされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第129号)により改正

される以前の商法第280条ノ19の規定に基づく特別決議により発行された新株引受権であります。 

(平成13年12月10日株主総会決議) 
  

 
(注) １ 新株引受権付与後、当社が株式分割等により権利行使価額を下回る払込価額で新株引受権を発行する場合に

は、権利行使価額を次に定める算式をもって調整する。 

 
また、上記権利行使価額の調整が行われた場合には、権利付与株式数を次に定める算式をもって調整する。

(イ)新株引受権付与後、時価を下回る払込価額で新株を発行するとき 

 
(ロ)新株引受権付与後、株式分割(配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合を含むものとし、以下

同様とする)又は株式併合を行うとき 

   調整後権利行使株式数＝調整前権利行使株式数×分割又は併合の比率 

なお、上記権利付与株式数の調整により生ずる１株未満の端数については、１株の100分の１の整数倍にあ

たる端数の部分(以下「端数」という)は、権利付与株式数としてこれを取り扱い、１株の100分の１に満た

ない端数の部分はこれを切り捨てる。 

ただし、新株引受権付与後、発行する転換社債及び新株引受権証券の権利行使並びにその他の新株引受権の

権利行使により新株を発行する場合には、上記権利行使価額の調整及び権利付与株式数の調整は行わない。

２ 「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株式数を控除した数であります。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,210 1,210

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 42,750 同左

新株予約権の行使期間
平成16年１月１日から
平成23年11月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  42,750
資本組入額 21,375

同左

新株予約権の行使の条件

新株引受権者が当社の取締
役、または従業員の地位を保
有していることを要する。 
その他の条件については、当
社と新株引受権者との間で締
結する「新株引受権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は、これを認
めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後行使価格＝
既発行株式数×調整前行使価格＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

調整後権利行使株式数＝調整前権利行使株式数×
１株当たり調整前権利行使価格

１株当たり調整後権利行使価格



② 第２回ストックオプション 

新株予約権(第２回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予

約権であります。 

(平成14年12月12日株主総会決議) 
  

 
(注) 新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己株

式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,133 1,083

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,266 2,166

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 60,000 同左

新株予約権の行使期間
平成16年12月13日から
平成24年12月12日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  60,000
資本組入額  30,000

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当
社の子会社の取締役、監査役
もしくは従業員の地位を保有
していることを要する。 
その他の条件については、当
社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



③ 第３回ストックオプション 

新株予約権(第３回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予

約権であります。 

(平成15年６月25日株主総会決議) 
  

 
(注) １ 新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。 

 
２ 「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株式数を控除した数であります。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 283 283

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 566 566

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 85,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年６月26日から
平成25年６月25日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  85,000
資本組入額  42,500

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当
社の子会社の取締役、監査役
もしくは従業員の地位を保有
していることを要する。 
その他の条件については、当
社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



④ 第４回ストックオプション 

新株予約権(第４回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予

約権であります。 

(平成17年６月29日株主総会決議) 
  

 
(注) １ 新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。 

 
２ 「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株式数を控除した数であります。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 2,290 2,240

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,290 2,240

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 512,353 同左

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  512,353
資本組入額  256,176

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当
社の子会社の取締役、監査
役、従業員もしくは顧問の地
位を保有していることを要す
る。 
その他の条件については、当
社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



⑤ 第５回ストックオプション 

新株予約権(第５回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予

約権であります。 

(平成17年６月29日株主総会決議) 
  

 
(注) １ 新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。 

 
２ 「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失

した株式数を控除した数であります。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 190 185

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 190 185

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 490,928 同左

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  490,928
資本組入額  245,464

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当
社の子会社の取締役、監査
役、従業員もしくは顧問の地
位を保有していることを要す
る。
その他の条件については、当
社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



⑥ 第６回ストックオプション 

新株予約権(第６回ストックオプション)は、商法等改正整備法の施行により、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、特別決議により発行された新株予約権であります。 

(平成17年６月29日株主総会決議) 
  

 
(注) 新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)または自己株

式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
  

区分
事業年度末現在

(平成19年９月30日)
提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 210 210

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 210 210

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 422,435 同左

新株予約権の行使期間
平成19年６月30日から
平成27年６月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  422,435
資本組入額  211,218

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が当社または当
社の子会社の取締役、監査
役、従業員もしくは顧問の地
位を保有していることを要す
る。 
その他の条件については、当
社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使により、20株増加しております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

20 87,928 427.5 2,861,473 427.5 2,902,586

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

大和証券エスエムビーシープリンシ
パル・インベストメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内１－８－１ 25,137 28.58

ソネットエンタテインメント株式会
社

東京都品川区北品川４－７－35 12,569 14.29

アット ジャパン メディア エル
エルシー 
〔常任代理人 東海東京証券株式
会社 飯田辰雄〕

c/o  RL&F  Service  Corp.  One  Rodney 
Square  10th  Floor,  Tenth  and  King 
Streets, Wilmington, Delaware, USA 
〔東京都中央区京橋１－７－１〕

5,097 5.79

エイパックス・グロービス・ジャ
パン・ファンド・エルピー 
〔常任代理人 東西総合法律事務
所 弁護士 立石則文〕

445 Park Avenue New York,10022 USA
〔東京都千代田区紀尾井町３－28〕

5,000 5.68

石 川 真一郎 東京都目黒区 4,014 4.56

株式会社フジテレビジョン 東京都港区台場２－４－８ 3,700 4.2

村 濱 章 司 東京都港区 3,548 4.03

梶 田 浩 司 東京都大田区 1,488 1.69

株式会社電通 東京都港区東新橋１－８－１ 1,300 1.47

山 本 英 俊 東京都港区 1,146 1.3

計 ― 62,999 71.65



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株(議決権２個)含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式87,928   87,928 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 87,928 ― ―

総株主の議決権 ― 87,928 ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 81,000 61,500 69,400 62,500 54,600 58,500

最低(円) 55,900 43,100 45,750 47,300 47,000 43,300



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約 
連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,905,538 2,607,225 3,418,982

２ 売掛金 1,505,322 1,216,684 1,578,598

３ たな卸資産 2,050,702 1,542,391 1,565,384

４ その他 1,497,041 1,241,054 1,191,593

  貸倒引当金 △38 △ 68 △68

流動資産合計 6,958,567 55.4 6,607,287 60.0 7,754,491 58.0

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 120,602 255,720 217,714

２ 無形固定資産

(1) コンテンツ版権 1,243,397 1,532,349 1,697,045

(2) コンテンツ版権 
  仮勘定

1,182,714 314,035 1,214,595

(3) のれん 1,677,657 1,197,297 1,282,837

(4) その他 ※２ 238,163 4,341,934 386,891 3,430,572 314,070 4,508,549

３ 投資その他の資産 ※３ 1,139,394 726,760 886,434

固定資産合計 5,601,931 44.6 4,413,053 40.0 5,612,698 42.0

資産合計 12,560,499 100.0 11,020,341 100.0 13,367,189 100.0



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約 
連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 820,578 457,447 520,458

２ 短期借入金 1,434,000 650,118 1,010,000

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金

※２ 1,282,160 1,192,960 1,475,750

４ 未払金 1,116,819 656,971 1,420,174

５ 未払法人税等 51,843 31,426 39,961

６ 前受金 1,366,751 1,556,711 1,031,283

７ その他 331,848 305,866 305,950

流動負債合計 6,404,002 51.0 4,851,501 44.0 5,803,578 43.5

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 3,651,180 1,963,142 3,455,110

２ その他 192,089 208,130 239,024

固定負債合計 3,843,269 30.6 2,171,272 19.7 3,694,134 27.6

負債合計 10,247,272 81.6 7,022,774 63.7 9,497,712 71.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,360,808 2,861,473 2,861,046

２ 資本剰余金 1,401,958
 

2,902,586 2,902,158

３ 利益剰余金 △551,002 △2,214,422 △2,316,625

株主資本合計 2,211,765 17.6 3,549,637 32.2 3,446,579 25.7

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

△5,075 △31,442 △5,557

２ 為替換算調整勘定 1,760 △7,427 △1,227

評価・換算差額等 
合計

△3,314 △0.0 △38,869 △0.3 △6,784 △0.0

Ⅲ 新株予約権 2,492 0.0 － － 2,492 0.0

Ⅳ 少数株主持分 102,283 0.8 486,798 4.4 427,189 3.2

純資産合計 2,313,227 18.4 3,997,566 36.3 3,869,476 28.9

負債純資産合計 12,560,499 100.0 11,020,341 100.0 13,367,189 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,865,683 100.0 4,074,032 100.0 8,712,642 100.0

Ⅱ 売上原価 4,650,059 95.6 2,853,372 70.0 8,386,926 96.3

売上総利益 215,624 4.4 1,220,660 30.0 325,716 3.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,049,903 21.5 1,023,494 25.2 2,196,912 25.2

営業利益又は
   営業損失（△）

△834,278 △17.1 197,165 4.8 △1,871,196 △21.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 6,906 4,658 13,950

２ 為替差益 24,041 4,562 37,116

３ 消費税還付金 － 17,500 －

４ カード発行手数料 
  収入

－ 8,023 －

５ その他 6,432 37,380 0.8 6,518 41,262 1.0 15,710 66,777 0.8

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 43,679 59,390 109,994

２ 株式交付費 780 － 4,064

３ 持分法による 
  投資損失

7,681 7,927 14,065

４ その他 334 52,476 1.2 473 67,791 1.6 432 128,556 1.5

経常利益又は
  経常損失（△）

△849,374 △17.5 170,636 4.2 △1,932,975 △22.2

Ⅵ 特別利益

 １ 子会社株式売却益 63,460 67,708 772,410

 ２ 持分変動利益 47,970 － 47,970

 ３ 匿名組合出資持分 
   変動利益

－ 27,049 －

  ４ 新株予約権戻入益 － 111,430 2.4 2,492 97,251 2.4 － 820,381 9.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 3,236 409 34,136

 ２ 事務所移転費 － 81,924 105,152

 ３ 投資有価証券評価損 － 43,166 －

 ４ その他 10,545 13,781 0.3 9,465 134,965 3.3 1,196,179 1,335,468 15.3

税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前
中間(当期)純損失(△)

△751,725 △15.4 132,922 3.3 △2,448,062 △28.1

法人税、住民税及び事業税 27,586 23,890 33,345

法人税等調整額 49,999 77,586 1.6 25,596 49,487 1.2 109,249 142,594 1.7

少数株主利益又は少数株主
損失（△）

－ － △6,505 △0.1 4,278 0.0

中間純利益又は中間(当期)
純損失（△）

△829,312 △17.0 89,941 2.2 △ 2,594,935 △29.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,353,948 1,395,098 278,368 3,027,415

中間連結会計期間中の変動額

新株予約権の行使 6,860 6,860 13,720

連結子会社の増加に伴う剰余金

減少高
△57 △57

中間純損失 △829,312 △829,312

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額 

合計(千円)
6,860 6,860 △829,370 △815,650

平成18年９月30日残高(千円) 1,360,808 1,401,958 △551,002 2,211,765

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,931 250 3,181 2,492 ― 3,033,089

中間連結会計期間中の変動額

新株予約権の行使 13,720

連結子会社の増加に伴う剰余金

減少高
△57

中間純損失 △829,312

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△8,006 1,510 △6,496 ― 102,283 95,787

中間連結会計期間中の変動額 

合計(千円)
△8,006 1,510 △6,496 ― 102,283 △719,862

平成18年９月30日残高(千円) △5,075 1,760 △3,314 2,492 102,283 2,313,227



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,861,046 2,902,158 △2,316,625 3,446,579

中間連結会計期間中の変動額

新株予約権の行使 427 427 855

連結子会社の減少に伴う剰余金

増加高
12,261 12,261

中間純利益 89,941 89,941

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額 

合計(千円)
427 427 102,202 103,057

平成19年９月30日残高(千円) 2,861,473 2,902,586 △2,214,422 3,549,637

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △5,557 △1,227 △6,784 2,492 427,189 3,869,476

中間連結会計期間中の変動額

新株予約権の行使 855

連結子会社の減少に伴う剰余金

増加高
12,261

中間純利益 89,941

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△25,884 △6,200 △32,084 △2,492 59,609 25,032

中間連結会計期間中の変動額 

合計(千円)
△25,884 △6,200 △32,084 △2,492 59,609 128,090

平成19年９月30日残高(千円) △31,442 △7,427 △38,869 － 486,798 3,997,566



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,353,948 1,395,098 278,368 3,027,415

連結会計年度中の変動額

新株予約権の行使 7,040 7,040 14,080

新株の発行 1,500,057 1,500,020 3,000,077

連結子会社の増加に伴う剰余金

減少高
△57 △57

当期純損失 △2,594,935 △2,594,935

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額 

合計(千円)
1,507,097 1,507,060 △2,594,993 419,164

平成19年３月31日残高(千円) 2,861,046 2,902,158 △2,316,625 3,446,579

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,931 250 3,181 2,492 ― 3,033,089

連結会計年度中の変動額

新株予約権の行使 14,080

新株の発行 3,000,077

連結子会社の増加に伴う剰余金

減少高
△57

当期純損失 △2,594,935

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△8,488 △1,477 △9,966 ― 427,189 417,222

連結会計年度中の変動額 

合計(千円)
△8,488 △1,477 △9,966 ― 427,189 836,387

平成19年３月31日残高(千円) △5,557 △1,227 △6,784 2,492 427,189 3,869,476



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

    税金等調整前中間純利益又は 

税金等調整前中間(当期)純損失（△）
△751,725 132,922 △2,448,062

    減価償却費 578,293 644,909 996,015

   のれん償却額 71,300 48,177 129,721

    コンテンツ版権原価 59,636 － 119,273

    貸倒引当金の増加額 － － 30

    受取利息及び受取配当金 △7,906 △6,158 △ 15,950

    支払利息 43,679 59,390 109,994

     株式交付費 780 － 4,064

    為替差益 △7,203 △4,213 △ 12,054

    匿名組合利益 △46,277 △12,729 △66,591

    持分法による投資損失 7,681 7,927 14,065

   事務所移転費 － 81,924 105,152

   コンテンツ減損損失 － － 798,569

   受注解約損失 － － 397,523

   子会社株式売却益 △63,460 △67,708 △ 772,410

   匿名組合出資持分変動利益 － △27,049 －

   新株予約権戻入益 － △2,492 －

   持分変動利益 △47,970 － △ 47,970

    固定資産除却損 3,236 409 34,136

   投資有価証券評価損 － 43,166 －

   その他特別損失 10,545 9,465 －

    売上債権の減少額 281,968 361,914 242,862

    たな卸資産の減少額 345,985 22,993 837,293

    仕入債務の増加額(△減少額) 82,613 △63,011 △ 219,171

   未収入金の減少額（△増加額） △520,292 88,570 －

      営業投資有価証券の増加額 － △180,000 △ 104,000

      営業貸付金の増加額 － △10,000 －

      未払金の増加額(△減少額) 592,658 △763,203 565,317

      前受金の増加額(△減少額) △733,691 525,045 △ 1,069,158

      預り金の増加額 165,724 12,873 310,231

      立替金の減少額(△増加額) 21,403 △85,453 98,430

      その他 △133,861 △214,963 168,695

    小計 △46,879 602,706 176,008

    利息及び配当金の受取額 7,906 6,540 15,950

    利息の支払額 △39,939 △58,100 △92,820

   受注解約による支出 － － △118,376

   事務所移転による支出 － － △105,152

    法人税等の支払額 △146,677 △30,994 △166,878

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△225,589 520,151 △291,269



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

     有形固定資産の取得による支出 △15,144 △72,585 △65,264

     無形固定資産の取得による支出 △90,010 △105,691 △237,814

      関係会社社債の取得による支出 △10,000 － △10,000

   関係会社社債の償還による収入 － 1,000 1,000

   長期前払費用の増加による支出 △26,250 △76,316 △82,050

     貸付による支出 △25,480 － △115,480

     貸付金の回収による収入 11,518 － 11,518

      敷金保証金の差入れによる支出 △16,711 － △77,419

      敷金保証金の返還による収入 890 159,203 33,243

      コンテンツ版権投資による支出 △683,395 △637,373 △2,506,138

   コンテンツ版権投資の払戻によ 

   る収入
－ 59,887 －

   投資有価証券の取得による支出 △20,000 △79,419 △39,000

   子会社株式の売却による収入 － 345,000 1,031,900

     連結範囲の変更を伴う子会社 

   株式の取得による支出
※２ － － △91,679

      匿名組合出資金の払込による 

   支出
△40,160 △28,397 △40,160

    匿名組合出資金の払戻による 

   収入
－ 50,887 76,500

   関係会社貸付による支出 － △20,000 －

   関係会社貸付金の回収による収 

   入
－ 16,613 －

   投資有価証券の売却による収入 － 15,200 －

      その他 △1,442 11,260 △2,884

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△916,186 △360,730 △2,113,729

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

    短期借入金増減額 △1,066,000 △360,000 △1,490,000

    長期借入れによる収入 2,511,000 492,000 3,102,000

     長期借入金の返済による支出 △504,580 △624,680 △1,098,060

    社債の償還による支出 △60,000 － △60,000

    株式の発行による収入 12,939 854 3,010,093

   少数株主からの払込による 

   収入
501,600 236,775 651,600

   匿名組合員からの払込による 

   収入
24,700 － 91,200

    割賦購入未払金の返済による支出 － △16,680 －

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
1,419,659 △271,730 4,206,833

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
7,331 △5,491 △3,175

Ⅴ 現金及び現金同等物 

  の増加額（△減少額）
285,214 △117,802 1,798,658

Ⅵ 現金及び現金同等物 

  の期首残高
1,620,324 3,418,982 1,620,324

  連結除外に伴う現金及び現金同等  
    物の減少額

－ △693,955 －

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高
※ 1,905,538 2,607,225 3,418,982



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲

に関する事

項

(1) 連結子会社の数 ８

社

株式会社ゴンゾ

株式会社Ｇクリエイター

ズ

株式会社フューチャービ

ジョンミュージック

株式会社ゴンジーノ

株式会社ゴンゾロッソオ

ンライン

株式会社ＧＤＨキャピタ

ル

株式会社GK Entertainme

nt

有限会社イズミプロジェ

クト

 なお、有限会社イズミ

プロジェクトは当中間連

結会計期間より重要性が

増したこと及び実質的に

支配していることと認め

られるため、連結の範囲

に含めております。

(1)  連 結 子 会 社 の 数

12社

主要な連結子会社の名称

株式会社ゴンゾ

株式会社ゴンゾロッソ

株式会社ＧＤＨキャピタ

ル

(新規) 

・新規設立により３社増

加

ジャパンエンターテイン

メント投資事業有限責任

組合 

GDH（M）SDN.BHD. 

GOLDSKY ACCESS 

INTERNATIONAL,Inc.

(除外) 

・子会社再編により１社

減少

株式会社ゴンゾロッソオ

ンラインと株式会社Ｇク

リエイターズが平成19年

４月１日に合併し、株式

会社Ｇクリエイターズが

解散会社となり、同日付

で商号を株式会社ゴンゾ

ロッソと変更しておりま

す。

・出資比率と支配力低下

により１社減少

前連結会計年度では連結

子会社であった有限会社

イズミプロジェクトにつ

いては、同社が運営する

ファンド名「ＧＤＨエン

タテインメントファンド

１号」について、当社グ

ループの出資比率が低下

したこと及び支配力が低

下したことにより、当中

間連結会計期間より連結

の範囲から除外しており

ます。

(1) 連結子会社の数 11

社

株式会社ゴンゾ

株式会社Ｇクリエイター

ズ

株式会社フューチャービ

ジョンミュージック

株式会社ゴンジーノ

株式会社ゴンゾロッソオ

ンライン

株式会社ＧＤＨキャピタ

ル

株式会社GK Entertainme

nt

有限会社イズミプロジェ

クト

 なお、有限会社イズミ

プロジェクトは当連結会

計年度より重要性が増し

たこと及び実質的に支配

していることと認められ

るため、連結の範囲に含

めております。

コンテンツ・ファーム・

コントリビューション投

資事業有限責任組合

 コンテンツ・ファー 

ム・コントリビューショ

ン投資事業有限責任組合

については、当連結会計

年度において新たに設立

したため、連結の範囲に

含めております。

GONZO  ROSSO（M）SDN.  

BHD.

 GONZO ROSSO（M）SDN. 

BHD.については、当連結

会計年度において新たに

設立したため、連結の範

囲に含めております。

GOLDSKY ACCESS SDN. 

BHD. 

 GOLDSKY ACCESS SDN. 

BHD. は、株式会社ゴン 

ゾロッソオンラインによ

る平成19年3月30日の株

式取得に伴い、当連結会

計年度より連結子会社と

なりました。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲

に関する事

項

(2) 非連結子会社の数 ２社

会社名等

GONZO DIGIMATION 
HOLDINGS,INC.
カレイドスター製作委員会

なお、当中間連結会計期

間より、「投資事業組合

に対する支配力基準及び

影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成

18年９月８日実務対応報

告第20号）を適用してお

ります。これにより上記

カレイドスター製作委員

会については、当中間連

結会計期間より非連結子

会社としております。

(2) 非連結子会社の数 ３社

会社名等

GONZO DIGIMATION 
HOLDINGS,INC.
カレイドスター製作委員会

 ダイアロス製作委員会

(2) 非連結子会社の数 ３社

会社名等
GONZO DIGIMATION  
HOLDINGS,INC.
カレイドスター製作委員会
ダイアロス製作委員会

なお、当連結会計年度よ

り、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実

務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年

９月８日実務対応報告第

20号）を適用しておりま

す。これにより上記カレ

イドスター製作委員会及

びダイアロス製作委員会

については、当連結会計

年度より非連結子会社と

しております。

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、小規模

であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであり

ます。

(連結の範囲から除いた理由)

同左

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、小規模

であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適

用に関する

事項

(1) 持分法適用の関連会社数

及び非連結子会社数 

 ２社

GO-N PRODUCTIONS

株式会社ユードー

(1) 持分法適用の関連会社数

及び非連結子会社数 

 ２社

GO-N PRODUCTIONS

株式会社ユードー

(1) 持分法適用の関連会社数

及び非連結子会社数 

  ２社 

GO-N PRODUCTIONS

株式会社ユードー

(2) 持分法を適用していない

非連結子会社の数 

２社

GONZO DIGIMATION  
HOLDINGS, INC.

カレイドスター製作委員会

(2) 持分法を適用していない

非連結子会社の数 ３社

GONZO DIGIMATION 
HOLDINGS, INC.

カレイドスター製作委員会

ダイアロス製作委員会

(2) 持分法を適用していない

非連結子会社の数 ３社

GONZO DIGIMATION  
HOLDINGS, INC.

カレイドスター製作委員会

ダイアロス製作委員会

(持分法を適用しない理由) 

中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)からみ

て、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用範囲から除外して

おります。

(持分法を適用しない理由) 

   同左

(持分法を適用しない理由) 

当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)からみ

て、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適

用範囲から除外しており

ます。

―――――――――― (3) 持分法の適用の手続きに

ついて特に記載する必要

があると認められる事項

持分法適用会社のうち、

中間決算日が異なる会社

については、各社の中間

会計期間に係る中間財務

諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重

要な取引については、連

結上必要な調整を行って

おります。

――――――――――

３ 連結子会社

の中間決算

日（決 算

日）等 に 関

する事項

すべての連結子会社の中間会

計期間の末日は、中間連結決

算日と一致しております。

同左 すべての連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一

致しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基

準に関する

事項

(1) 重要な資

産 の 評 価

基 準 及 び

評価方法

イ 有価証券

  その他有価証券 

  時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定）を採用しており

ます。

  時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

イ 有価証券

  その他有価証券 

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

イ 有価証券

  その他有価証券  

  時価のあるもの

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。

 時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

なお、投資有価証券に含

まれております匿名組合

出資金については、匿名

組合損益のうち持分相当

額部分を「営業損益」に

計上し、同額を匿名組合

出資金に加減算すること

により評価しておりま

す。

なお、投資有価証券に含

まれております匿名組合

出資金については、匿名

組合損益のうち持分相当

額部分を「営業損益」に

計上し、同額を匿名組合

出資金に加減算すること

により評価しておりま

す。

また、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資(金融商品取

引法第２条第２項により

有価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な直

近の決算書を基礎とし、

組合の収益及び費用を当

社の出資持分割合に応じ

て計上するとともに純損

益の持分相当額を加減し

て評価しております。

なお、投資有価証券に含

まれております匿名組合

出資金については、匿名

組合損益のうち持分相当

額部分を「営業損益」に

計上し、同額を匿名組合

出資金に加減算すること

により評価しておりま

す。

また、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの)

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な直近の

決算書を基礎とし、組合

の収益及び費用を当社の

出資持分割合に応じて計

上するとともに純損益の

持分相当額を加減して評

価しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基

準に関する

事項

(1) 重要な資

産 の 評 価

基 準 及 び

評価方法

ロ デリバティブ

時価法を採用しておりま

す。

ハ たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

を採用しております。

仕掛品・貯蔵品

個別法による原価法を採

用しております。

ロ デリバティブ

同左

ハ たな卸資産

商品

同 左

仕掛品・貯蔵品

同左

ロ デリバティブ

同左

ハ たな卸資産

商品

同 左

仕掛品・貯蔵品

同左

(2) 重要な減価

償却資産の

減価償却の

方法

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

定率法を採用しておりま

す。

定率法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、

以下のとおりでありま

す。 

建物     10～15年 

車両運搬具 ２～３年 

器具備品  ３～20年

なお、主な耐用年数は、

以下のとおりでありま

す。 

建物     10～15年 

車両運搬具   ２年 

器具備品  ３～20年

なお、主な耐用年数は、

以下のとおりでありま

す。 

建物     10～15年 

車両運搬具 ２～３年 

器具備品  ３～20年

ロ 無形固定資産

  ソフトウェア

定額法を採用しておりま

す。

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(３年～５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。

ロ 無形固定資産

    ソフトウェア

同左

ロ 無形固定資産

    ソフトウェア

同左

コンテンツ版権

法人税法に定める特別な

償却方法と同様の償却方

法により、２年で償却し

ております。

コンテンツ版権

同左

コンテンツ版権

同左

ハ 長期前払費用

定額法を採用しておりま

す。

―――――――――― ――――――――――

(3) 重要な引当

金の計上基

準

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な外貨

建の資産又

は負債の本

邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子

会社等の資産及び負債、並

びに収益及び費用は中間連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めてお

ります。

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子

会社等の資産及び負債、並

びに収益及び費用は中間連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めております。

外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社

等の資産及び負債、並びに

収益及び費用は連結決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に

含めております。

(5) 重要なリー

ス取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

(6) 重要なヘッ

ジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特

例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間連結会計期間にヘ

ッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下の

とおりであります。

ヘッジ手段 金利スワ

ップ

ヘッジ対象 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ

会計を適用したヘッジ対象

とヘッジ手段は以下のとお

りであります。

ヘッジ手段 金利スワ

ップ

ヘッジ対象 借入金

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに

金融収支改善のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行

っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他中間

連結財務諸

表（連 結 財

務 諸 表）作

成のための

重要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の処理方法

同左

消費税等の処理方法

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キ

ャ ッ シ ュ・

フロー計算

書（連 結 キ

ャ ッ シ ュ・

フロー計算

書）に お け

る資金の範

囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなって

おります。

６ のれんの償

却に関する

事項

のれんの償却については、そ
の個別案件毎に判断し、20年
以内の合理的な年数で償却し
ております。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。

従来の資本の部の合計に相当する金

額は2,208,450千円であります。

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

（繰延資産に関する会計基準等）

当中間連結会計期間より「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８月

11日実務対応報告第19号）を適用して

おります。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

 なお、新株発行費は、当中間連結会

計期間より株式交付費として表示して

おります。

（投資事業組合に対する支配力基準及

び影響力基準の適用に関する実務上の

取扱い）

当中間連結会計期間より「投資事業

組合に対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年９月

８日実務対応報告第20号）を適用して

おります。

この変更による影響はございませ

ん。

 

―――――――――  

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。  

従来の資本の部の合計に相当する金

額は3,439,795千円であります。  

なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。  

 

（繰延資産に関する会計基準等）  

当連結会計年度より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日実務対応報告第19号）を適用して

おります。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、新株発行費は、当連結会計

年度より株式交付費として表示して

おります。  

 

（投資事業組合に対する支配力基準

及び影響力基準の適用に関する実務

上の取扱い）  

当連結会計年度より「投資事業組合

に対する支配力基準及び影響力基準

の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年９

月８日実務対応報告第20号）を適用

しております。  

 この変更による影響はありませ

ん。  

 

 



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（ストック・オプション等に関する会
計基準）
 当中間連結会計期間より「ストッ
ク・オプション等に関する会計基準」
（企業会計基準第８号 平成17年12月
27日）及び「ストック・オプション等
に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第11号 平成18年５
月31日）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあり

ません。

 

 

――――――――――  

 

（ストック・オプション等に関する
会計基準）  
 当連結会計年度より「ストック・
オプション等に関する会計基準」
（企業会計基準第８号 平成17年12
月27日）及び「ストック・オプショ
ン等に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第11号 平
成18年５月31日）を適用しておりま
す。  
これによる損益に与える影響はあり
ません。  
 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表)

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

1. 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却
額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期
間から「のれん償却額」と表示しております。
2. 前中間連結会計期間の「未収入金の増加額」は営業
活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて
表示しておりましたが、当中間連結会計期間において
はその金額的重要性が増したため、営業活動によるキ
ャッシュ・フローに区分掲記しております。
 なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含まれている「未収入金
の増加額」は△321,660千円であります。

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において、「株式交付費」として

掲記されていたものは、営業外費用の総額の100分の10

以下となり金額に重要性がなくなったため、当中間連結

会計期間は「その他」に含め表示しております。

なお、当中間連結会計期間の営業外費用の「その他」

に含めた株式交付費の金額は０千円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却

      累計額

 148,019千円

※１ 有形固定資産の減価償却

      累計額

180,107千円

※１ 有形固定資産の減価償却

      累計額

151,395千円

※２ 担保資産

システム開発資金3,600千円

（一年以内返済予定の長期借入

金3,600千円）の担保に供して

いるものは、次のとおりであり

ます。

ソフトウェア  6,895千円

※２ 担保資産

新 作 コ ン テ ン ツ 制 作 資 金

100,000千円（一年以内返済予

定の長期借入金 23,600千円、

長期借入金76,400千円）の担保

に供しているものは、次のとお

りであります。

ソフトウェア   3,447千円

※２ 担保資産

新 作 コ ン テ ン ツ 制 作 資 金

100,000千円（一年以内返済予

定の長期借入金11,800千円、長

期借入金88,200千円）の担保に

供しているものは、次のとおり

であります。

ソフトウェア  5,171千円

※３ 匿名組合出資の内訳

匿名組合に属する資産、負債
および出資等の額
資産の部   2,284,117千円
負債の部    916,222千円
出資金の部  1,367,895千円

※３ 匿名組合出資の内訳

匿名組合に属する資産、負債
および出資等の額
資産の部   2,904,507千円
負債の部   2,085,261千円
出資金の部     819,246千円

※３ 匿名組合出資の内訳

匿名組合に属する資産、負債
および出資等の額
資産の部   561,636千円
負債の部   363,214千円
出資金の部  198,422千円

 

４ 当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約

   当社及び連結子会社 (㈲イズ

ミプロジェクト)においては、

運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行８行と当座

貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しておりま

す。

当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約に係る借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。

  当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
5,100,000千円

借入実行残高 2,011,000千円

差 引 額 3,089,000千円

 

４ 当座貸越契約

当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。

当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約に係る借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額 1,650,000千円

借入実行残高  650,000千円

差 引 額 1,000,000千円

 

４ 当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約

   当社及び連結子会社 (㈲イズ

ミプロジェクト)においては、

運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行７行と当座

貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しておりま

す。

当連結会計年度末における当

座貸越契約及び貸出コミット

メント契約に係る借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

  当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
4,710,000千円

借入実行残高 2,162,000千円

差 引 額 2,548,000千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
※変動事由の概要 

普通株式の発行済株式総数の増加212株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であ
ります。 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 
  
  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  
４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

広告宣伝費 157,926千円

役員報酬 78,399千円

給与手当 282,651千円

地代家賃 70,557千円

のれん償却額 71,300千円

支払手数料 100,756千円

※２  固定資産除却損の内訳

 建物附属設備 2,499千円

 器具備品 736千円

合計 3,236千円

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

広告宣伝費 124,149千円

役員報酬 93,739千円

給与手当 296,921千円

地代家賃 56,755千円

のれん償却額 48,177千円

支払手数料 57,483千円

※２  固定資産除却損の内訳

 器具備品 361千円

 車両運搬具 48千円

合計 409千円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。

広告宣伝費 369,258千円

役員報酬 163,367千円

給与手当 548,251千円

地代家賃 142,812千円

のれん償却額 129,721千円

支払手数料 149,187千円

※２  固定資産除却損の内訳

建物附属設備 32,625千円

器具備品 1,481千円

車両運搬具 29千円

合計 34,136千円

前連結会計年度末 

株式数（株）

当中間連結会計期間 

増加株式数（株)

当中間連結会計期間 

減少株式数（株）

当中間連結会計期間末 

株式数（株）

発行済株式

普通株式※ 49,984 212 － 50,196

合 計 49,984 212 － 50,196

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結 

会計期間末残高

（千円）
前連結 

会計期間末

当中間連結 

会計期間 

増加

当中間連結 

会計期間 

減少

当中間連結 

会計期間末

提出会社
平成18年３月 

新株予約権
普通株式 6,950 － － 6,950 2,492

合 計  － 6,950 － － 6,950 2,492



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
※変動事由の概要 

普通株式の発行済株式総数の増加20株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であ
ります。 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 
  
  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

       ２  目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成18年３月新株予約権の減少は、権利行使期間終了に伴う権利失効によるものでありま
す。 

  
４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 

株式数（株）

当中間連結会計期間 

増加株式数（株)

当中間連結会計期間 

減少株式数（株）

当中間連結会計期間末 

株式数（株）

発行済株式

普通株式※ 87,908 20 － 87,928

合 計 87,908 20 － 87,928

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結 

会計期間末残高

（千円）
前連結 

会計年度末

当中間連結 

会計期間 

増加

当中間連結 

会計期間 

減少

当中間連結 

会計期間末

提出会社
平成18年３月 

新株予約権
普通株式 6,950 － 6,950 － －

合 計 － 6,950 － 6,950 － －



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
※変動事由の概要 

普通株式の発行済株式総数の内訳は、第三者割当による新株発行による増加37,706株、新株予
約権の行使による新株の発行による増加が218株であります。 

 

  ２  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
  (注)１.目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式  

  数を記載しております。  

  

４ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 

株式数（株）

当連結会計年度 

増加株式数（株)

当連結会計年度 

減少株式数（株）

当連結会計年度末 

株式数（株）

発行済株式

普通株式※ 49,984 37,924 － 87,908

合 計 49,984 37,924 － 87,908

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

当連結会計年度

末残高（千円）前連結 

会計年度末

当連結 

会計年度 

増加

当連結 

会計年度 

減少

当連結 

会計年度末

提出会社
平成18年３月 

新株予約権
普通株式 6,950 － － 6,950 2,492

合 計 － 6,950 － － 6,950 2,492



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成18年９月30日現在)

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成19年９月30日現在)

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

 

現金及び預金       1,905,538千円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金               －

現金及び現金同等物 1,905,538千円
 

現金及び預金 2,607,225千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,607,225千円
 

現金及び預金        3,418,982千円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金                －

現金及び現金同等物  3,418,982千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

（借主側）

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 

相当額 

 (千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

 (千円）

中間期末 

残高 

相当額 

 (千円）

有形固定資産

(建物)
5,865 1,270 4,594

有形固定資産

(器具備品)
435,764 139,700 296,064

有形固定資産

(機械装置)
22,456 6,549 15,906

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 1,838 1,611

無形固定

資産(ソフ

トウェア)

35,194 7,268 27,926

合計 502,730 156,628 346,102

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

（借主側）

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額

相当額 

 (千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

 (千円）

中間期末 

残高 

相当額 

 (千円）

有形固定資産

(建物)
- - -

有形固定資産

(器具備品)
500,299 197,288 303,011

有形固定資産

(機械装置)
23,976 10,989 12,987

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 2,433 1,016

無形固定

資産(ソフ

トウェア)

35,194 14,552 20,642

合計 562,920 225,263 337,657

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

（借主側）

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 

相当額 

 (千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

 (千円）

期末残高 

相当額 

 (千円）

有形固定資産

(建物)
5,865 1,857 4,007

有形固定資産

(器具備品)
497,547 150,357 347,190

有形固定資産

(機械装置)
22,456 8,421 14,035

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 2,203 1,246

無形固定

資産(ソフ

トウェア)

35,194 10,910 24,284

合計 564,513 173,749 390,763

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 98,637  千円

１年超 257,391  千円

合計 356,029  千円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 102,887 千円

１年超 250,247 千円

合計 353,135 千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 109,526 千円

１年超  298,055 千円

合計  407,582 千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料   53,077  千円

減価償却費相当額  50,291  千円

支払利息相当額     3,801  千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料     58,082 千円

減価償却費相当額 55,989 千円

支払利息相当額    3,724 千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料      104,864 千円

減価償却費相当額  106,163 千円

支払利息相当額     11,098 千円

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

        同左



次へ 

(有価証券関係) 

１．時価のある有価証券 

 
(注) 時価のある株式の減損処理にあたっては、主として決算期の末日の市場価格を時価とし、時価が取得原価にく

らべて50%以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断し、合理的な反証がない限り時価の回復可能性が小

さいものとみなし減損処理を行うものとしております。  

また、下落率が30～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最

安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の公表財務諸表ベースでの

各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２．時価評価されていない有価証券 

 
  

種類

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

取得原価 
（千円）

中間連結
貸借対照
表計上額
（千円）

差額 
（千円）

取得原価
（千円）

中間連結
貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借
対照表計
上額
（千円）

差額
（千円）

その他有価証券

  株式 142,057 133,500 △8,557 161,902 130,460 △31,442 142,057 136,500 △5,557

計 142,057 133,500 △8,557 161,902 130,460 △31,442 142,057 136,500 △5,557

種類

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日）

中間連結貸借対照表計上額 

（千円）

中間連結貸借対照表計上額 

（千円）
連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

 非上場株式 89,500 389,908 212,500

 債券 － 8,000 9,000

 匿名組合出資金 320,323 110,107 52,300

計 409,823 508,015 273,800



(デリバティブ取引関係) 

(1)通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 

     取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 通貨オプション取引はいわゆるゼロコストオプションであり、オプション料の授受はありません。 

  したがって中間連結（連結）貸借対照表に計上しているオプション料はありません。 

  

(2)金利関連 

   デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

区分 取引の種類

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

契約額等 
（千円）

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

契約額等
（千円）

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

契約額等
（千円）

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 

以外の取引

オプショ
ン 
取引

売建

プット

ポンド 100,705 55,947 24 8,912 55,947 11,189 0 5,660 78,326 33,568 3 7,445

買建

コール

ポンド 50,352 27,973 15,514 11,150 27,973 5,594 11,464 9,158 39,163 16,784 14,846 11,541

合計 151,058 83,921 15,538 20,062 83,921 16,784 11,464 14,818 117,489 50,352 14,850 18,987



前へ 

(ストック・オプション等関係) 

  
前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １ 当該中間連結会計期間における権利不行使による失効が生じた為利益として計上した金額 

    及び科目名 

  新株予約権戻入益   2,492千円 

  ２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

    該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度に付与したストック・オプションの内容 

 
  

  

第６回ストック・オプション

付与対象者区分及び人数 当社従業員12名、当社子会社従業員３名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 210株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成19年６月30日から平成27年６月29日まで

権利行使価格（円） 422,435

付与日における公正な評価単価（円） －

第６回ストック・オプション

付与対象者区分及び人数 当社従業員12名、当社子会社従業員３名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 210株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成19年６月30日から平成27年６月29日まで

権利行使価格（円） 422,435

付与日における公正な評価単価（円） －



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) コンテンツ(制作)事業  ・・・・ アニメーション作品制作、ゲーム作品制作 

(2) コンテンツ(ライツ)事業 ・・・・ 番組販売権等の二次利用窓口権・版権投資回収 

(3) メディア事業 ・・・・・・・・・ モバイルサイトの企画運営、ゲーム運営事業 

(4) その他事業  ・・・・・・・・・ ファンド運営及びファイナンシャルアドバイザリーサービス 

３ セグメント間の内部売上高又は振替高のうち、消去又は全社の主なものは、当社の子会社からの企画売上収

入155,600千円と業務委託収入39,090千円であります。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門にかかる費

用377,003千円であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) コンテンツ(制作)事業  ・・・・ アニメーション作品制作、ゲーム作品制作 

(2) コンテンツ(ライツ)事業 ・・・・ 番組販売権等の二次利用窓口権・版権投資回収 

(3) メディア事業 ・・・・・・・・・ モバイルサイトの企画運営、ゲーム運営事業 

(4) ファイナンス事業 ・・・・・・・・ファンド運営及びファイナンシャルアドバイザリーサービス 

(5) その他事業  ・・・・・・・・・ その他事業 

３ セグメント間の内部売上高又は振替高のうち、消去又は全社の主なものは、当社の子会社からの制作事業に

おける売上213,300千円とプロデュース収入92,160千円であります。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門にかかる費

用201,123千円であります。 

コンテンツ 
(制作)事業 
(千円)

コンテンツ 
(ライツ) 
事業(千円)

メディア
事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,416,344 1,978,469 441,362 29,506 4,865,683 ― 4,865,683

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

157,060 36,847 ― 39,170 233,078 (233,078) ―

計 2,573,404 2,015,317 441,362 68,677 5,098,762 (233,078) 4,865,683

営業費用 2,787,006 2,139,725 428,923 31,913 5,387,569 312,392 5,699,962

営業利益 
(又は営業損失(△))

△213,602 △124,407 12,439 36,763 △288,807 △545,471 △834,278

コンテンツ 
(制作)事業 
(千円)

コンテンツ 
(ライツ) 
 事業(千

円)

メディア
事業 
(千円)

ファイナンス

事業 

 (千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,878,916 1,462,255 622,985 97,194 12,680 4,074,032 ― 4,074,032

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

217,727 92,160 4,800 34,714 ― 349,401 (349,401) ―

計 2,096,643 1,554,415 627,785 131,908 12,680 4,423,434 (349,401) 4,074,032

営業費用 1,771,220 1,378,422 530,626 26,984 ― 3,707,254 169,612 3,876,867

営業利益 325,423 175,992 97,158 104,924 12,680 716,179 △519,013 197,165



５ 事業区分の方法の変更 

    事業区分については、製品種類の類似性等を勘案した事業区分（コンテンツ（制作）事業、コンテンツ（ラ

イツ）事業、メディア事業、その他事業）を採用しておりましたが、当社グループの事業領域の拡大に伴

い、セグメント情報をより明瞭に表示することを目的として、当中間連結会計期間より、コンテンツ（制

作）事業、コンテンツ（ライツ）事業、メディア事業、ファイナンス事業、その他事業の５事業に分類いた

しました。具体的には、前連結会計年度まで、その他事業に含めておりましたファイナンス事業を独立させ

た区分となっております。 

  

 
  

前中間連結会計期間 (平成18年４月１日～平成18年9月30日)

コンテンツ 
(制作)事業 
(千円)

コンテンツ 
(ライツ) 
 事業 
(千円)

メディア
事業 
(千円)

ファイナン

ス 

事業 

(千円)

その他事
業 

(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上
高

2,416,344 1,978,469 441,362 1,790 27,716 4,865,683 ― 4,865,683

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

157,060 36,847 ― 39,090 80 233,078 (233,078) ―

計 2,573,404 2,015,317 441,362 40,881 27,796 5,098,762 (233,078) 4,865,683

営業費用 2,787,006 2,139,725 428,923 31,913 ― 5,387,569 312,392 5,699,962

営業利益 
( 又 は 営 業 損 失
(△))

△213,602 △124,407 12,439 8,967 27,796 △288,807 △545,471 △834,278

前連結会計年度 (平成18年４月１日～平成19年３月31日)

コンテンツ 
(制作)事業 
(千円)

コンテンツ 
(ライツ) 
 事業 
(千円)

メディア
事業 
(千円)

ファイナン

ス 

事業 

(千円)

その他事
業 

(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に 
対する売上高

4,045,792 3,794,813 821,415 10,863 39,759 8,712,642  ― 8,712,642

(2) セグメント間
の内部売上高又は
振替高

290,026 37,480 ― 14,625 ― 342,132 (342,132) ―

計 4,335,818 3,832,293 821,415 25,488 39,759 9,054,774 (342,132) 8,712,642

営業費用 5,079,445 4,212,609 781,031 54,803 ― 10,127,889 455,949 10,583,838

営業利益 
( 又 は 営 業 損 失
(△))

△743,626 △380,316 40,384 △29,314 39,759 △1,073,114 △798,081 △1,871,196



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) コンテンツ(制作)事業  ・・・・ アニメーション作品制作、ゲーム作品制作 

(2) コンテンツ(ライツ)事業 ・・・・ 番組販売権等の二次利用窓口権・版権投資回収 

(3) メディア事業 ・・・・・・・・・ モバイルサイトの企画運営、ゲーム運営事業 

(4) その他事業 ・・・・・・・・・・ ファンド運営及びファイナンシャルアドバイザリーサービス 

３ セグメント間の内部売上高又は振替高のうち、消去又は全社の主なものは、当社の子会社からの制作事業に

おける売上288,000千円とプロデュース収入35,920千円であります。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門にかかる費

用448,463千円であります。 

  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

コンテンツ 
(制作)事業 
(千円)

コンテンツ 
(ライツ) 
事業(千円)

メディア
事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,045,792 3,794,813 821,415 50,622 8,712,642 ― 8,712,642

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

290,026 37,480 ― 14,625 342,132 (342,132) ―

計 4,335,818 3,832,293 821,415 65,247 9,054,774 (342,132) 8,712,642

営業費用 5,079,445 4,212,609 781,031 54,803 10,127,889 455,949 10,583,838

営業利益 
(又は営業損失(△))

△743,626 △380,316 40,384 10,444 △1,073,114 △798,081 △1,871,196



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米：アメリカ 

(2) アジア・オセアニア：シンガポール、香港、台湾、オーストラリア 

(3) 欧州：フランス、イタリア、ドイツ、ベルギー、イギリス 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(地域区分の変更) 

   従来、「北米」としていた地域区分を、当連結会計年度よりブラジルにおける売上が新たに発生したため、

地理的近接度により「米州」として区分表示することに変更いたしました。 

なお、前連結中間会計期間及び前連結会計年度の所在地別セグメント情報を、当中間連結会計期間において

用いた所在地区分及び配賦方法により区分した海外売上高に影響はありません。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州：アメリカ合衆国、ブラジル 

(2) アジア・オセアニア：シンガポール、香港、台湾、オーストラリア、韓国、タイ、フィリピン、インドネ

シア、マレーシア、中国 

(3) 欧州：フランス、イタリア、ドイツ、ベルギー、イギリス、スペイン 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米：アメリカ 

(2) アジア・オセアニア：シンガポール、香港、台湾、オーストラリア 

(3) 欧州：フランス、イタリア、ドイツ、ベルギー、イギリス 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(企業結合等関係) 

北米 アジア・オセアニア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 366,528 51,343 30,382 448,254

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 4,865,683

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.5 1.1 0.6 9.2

米州 アジア・オセアニア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 308,702 247,554 94,193 650,450

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 4,074,032

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.6 6.1 2.3 16.0

北米 アジア・オセアニア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 873,622 116,595 121,090 1,111,308

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 8,712,642

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.0 1.3 1.4 12.8



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
(共通支配下の取引等) 

１ 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業
の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

 
  

２ 実施した会計処理の概要 
本合併は「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「企業結合  
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17  
年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  
  

結合当事企業又は対象となつ
た事業の名称

株式会社ゴンゾロッソオンライン（存続会社）

株式会社Ｇクリエイターズ（消滅会社）

事業の内容

①株式会社ゴンゾロッソオンライン

オンラインゲームの企画・運営

②株式会社Ｇクリエイターズ

インターネット向けアニメ作品の企画・制作

企業結合の法的形式 共通支配下の取引

結合後企業の名称
株式会社ゴンゾロッソ（平成19年４月１日付にて存
続会社である「株式会社ゴンゾロッソオンライン」
より、商号を変更いたしました。）

取引の目的を含む取引の概要

①取引の目的

連結子会社２社を合併することにより、両社が持つ
機能を統合し効率化を図っていくとともに、会社資
源の有効活用を目指すため。

②企業結合日

平成19年４月１日

③株式の交換比率

株式会社Ｇクリエイターズの株式１株に対して、株
式会社ゴンゾロッソオンラインの株式1.34株を割当
て交付いたしました。



(１株当たり情報) 

 
(注)１. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
２. １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間(当期)純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注）うち、平成18年３月10日取締役会決議により発行した第三者割当新株予約権25個につきましては、当

中間連結会計期間末までに権利行使期間が終了し消滅しており、「第４ 提出会社の状況、１ 株式等の状

況、(2)新株予約権等の状況」の記載は省略しております。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 43,996.54円 １株当たり純資産額 39,927.76円 １株当たり純資産額 39,129.49円

１株当たり 
中間純損失金額

16,537.96円
１株当たり 
中間純利益金額

1,023.05円
１株当たり
当期純損失金額

48,547.03円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額は、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり中間純損失を

計上しているため、記載しておりま

せん。

 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額

1,019.76円 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額は、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり当期純損失を計上し

ているため、記載しておりません。

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 2,313,227 3,997,566 3,869,476

純資産の部の合計額から控除する金
額(千円)

104,776 486,798 429,681

 （うち新株予約権） (2,492) (－) (2,492)

 （うち少数株主持分） (102,283) (486,798) (427,189)

普通株式に係る中間期末
（期末）の純資産額(千円)

2,208,450 3,510,767 3,439,795

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末（期末）の
普通株式の数(株)

50,196 87,928 87,908

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間純利益金額又は    
１株当たり中間（当期）純損失金額

 中間純利益又は中間(当期)純損失(△) 
 (千円)

△829,312 89,941 △2,594,935

 普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

 普通株式に係る中間純利益又は普通株 
 式に係る中間(当期)純損失(△)(千円)

△829,312 89,941 △2,594,935

 普通株式の期中平均株式数(株) 50,146 87,915 53,452

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
金額

 中間(当期)純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数(株) － 283 －

（うち新株予約権） (－) (283) (－)

 希薄化効果を有しないため、潜在株式 
 調整後１株当たり中間（当期）純利益 
 金額の算定に含まれなかった潜在株式 
 の概要

新株予約権（新株予約
権の数9,915個）

新株予約権（新株予約
権の数5,537個）(注)

新株予約権（新株予約
権の数2,910個）



  



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

子会社株式の売却

 当社は、平成18年10月27日開催の

臨時取締役会において、当社が保有

する、当社子会社の株式会社ゴンゾ

ロッソオンラインの株式の一部につ

いて、譲渡することを決議し、同日

に売却を実施いたしました。その概

要は以下のとおりであります。

(1)売却先会社名

 サイバード・プラスモバイル・フ

ァンド投資事業有限責任組合

 無限責任組合員 株式会社サイバ

ード・インベストメント・パート

ナーズ 代表取締役 太田 譲治

(2)売却の目的

 資本政策の一環

(3)売却株式数

 500株

(4)売却価額

 105,000千円

(5)売却損益

 60,362千円

   

 

──────────────

１．子会社の合併  

平成19年２月26日開催の取締役会に

おいて、当社連結子会社である株式

会社ゴンゾロッソオンラインと株式

会社Ｇクリエイターズが合併するこ

とを決議し、両社は平成19年４月１

日に合併いたしました。  

 

（1）合併期日 平成19年４月１日  

（2）合併の目的  

  子会社２社を合併することによ

り、両社が持つ機能を統合し効率化

を図っていくとともに、会社資源の

有効活用を目指すことを目的として

おります。  

（3）合併方式  

株式会社ゴンゾロッソオンラインを

存続会社とし、株式会社Ｇクリエイ

ターズを解散会社としました。  

（4）合併比率  

株式会社Ｇクリエイターズの株式１

株に対して、株式会社ゴンゾロッソ

オンラインの株式1.34株を割当て交

付しました。  

（5）増加資本金及び資本準備金  

資本金   60,000千円  

資本準備金 30,000千円  

（6）合併による引継財産  

合併期日において株式会社ゴンゾロ

ッソオンラインは株式会社Ｇクリエ

イターズの資産・負債及び権利義務

の一切を引き継ぎました。なお、株

式会社Ｇクリエイターズの平成19年

３月31日現在の財政状態は以下のと

おりであります。  

   資産合計   152,507千円  

   負債合計    87,836千円  

   純資産合計   64,670千円  

 

２．子会社の商号変更  

上記の子会社２社の合併に伴い、合

併後会社がより広範な内容の事業を

扱うこととなるため、平成19年３月

30日開催の取締役会において商号変

更を行うことを決議し、平成19年４

月１日にて商号を「株式会社ゴンゾ

ロッソ」と変更いたしました。 

 

 



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   

 

──────────────

   

 

──────────────

３．重要な子会社の設立  

当社グループは、平成19年３月22日

開催の取締役会において、下記の投

資事業有限責任組合を組成すること

を決議し、平成19年５月２日に出資

いたしました。  

（1）投資事業有限責任組合の概要  

①組合名 ジャパンエンターテイン

メント投資事業有限責任組合  

②組合設立日 平成19年４月23日  

③出資金 総額1,000,000千円  

当社グループ出資総額500,000千円

（既出資額 150,000千円）  

④無限責任組合員 株式会社GDHキャ

ピタル  

（2）組合設立の目的   

コンテンツに関する著作権等の取

得、コンテンツ企業への出資及びコ

ンテンツ制作会社等への資金の貸付

を目的としております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 456,266 1,795,894 2,056,294

２ 売掛金 1,312,116 1,008,614 1,156,945

３ たな卸資産 530,937 631,758 483,800

４ 未収入金 573,750 54,590 465,661

５ 前払金 － 544,304 110,524

６ 短期貸付金 － 889,657 712,050

７ その他 ※４ 883,364 527,391 419,485

  流動資産合計 3,756,435 36.4 5,452,211 52.2 5,404,761 48.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 48,504 44,851 40,863

２ 無形固定資産

(1) コンテンツ版権 1,275,715 1,571,788 1,374,578

(2) コンテンツ版権 
  仮勘定

1,127,978 316,310 1,007,363

(3) その他 ※２ 57,835 41,924 49,924

無形固定資産合計 2,461,529 1,930,023 2,431,866

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 543,323 243,441 336,506

(2) 関係会社株式 3,174,825 2,614,760 2,590,415

(3) その他 330,552 150,103 304,391

投資その他の資産
合計

4,048,702 3,008,305 3,231,312

  固定資産合計 6,558,735 63.6 4,983,180 47.8 5,704,042 51.3

   資産合計 10,315,171 100.0 10,435,391 100.0 11,108,804 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 381,378 123,509 270,196

２ 短期借入金 1,434,000 650,000 1,010,000

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金

※２ 1,128,160 1,152,960 1,120,800

４ 前受金 － 1,246,854 532,896

５ 未払金 1,389,492 562,700 1,067,272

６ その他 201,788 238,420 83,005

 流動負債合計 4,534,819 44.0 3,974,444 38.1 4,084,170 36.8

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 3,014,180 1,961,220 2,548,060

２ その他 - 16,669 16,420

 固定負債合計 3,014,180 29.2 1,977,889 18.9 2,564,480 23.1

  負債合計 7,548,999 73.2 5,952,334 57.0 6,648,651 59.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,360,808 2,861,473 2,861,046

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 1,401,958 2,902,586 2,902,158

資本剰余金合計 1,401,958 2,902,586 2,902,158

３ 利益剰余金

(1) その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,987 △1,254,445 △1,299,987

利益剰余金合計 5,987 △1,254,445 △1,299,987

 株主資本合計 2,768,754 26.8 4,509,614 43.2 4,463,217 40.2

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

△5,075 △26,557 △5,557

 評価・換算差額等 
 合計

△5,075 △0.0 △26,557 △0.2 △5,557 △0.1

Ⅲ 新株予約権 2,492 0.0 - - 2,492 0.0

 純資産合計 2,766,171 26.8 4,483,057 43.0 4,460,153 40.1

負債純資産合計 10,315,171 100.0 10,435,391 100.0 11,108,804 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,868,257 100.0 2,354,456 100.0 4,807,997 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５ 2,400,447 83.7 1,641,327 69.7 4,399,477 91.5

売上総利益 467,810 16.3 713,129 30.3 408,519 8.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５ 754,006 26.3 615,202 26.1 1,614,467 33.6

営業利益又は
  営業損失（△）

△286,196 △10.0 97,926 4.2 △1,205,947 △25.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 34,479 1.2 43,883 1.9 60,664 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 38,687 1.3 46,027 2.0 94,958 2.0

経常利益又は
  経常損失（△）

△290,403 △10.1 95,781 4.1 △1,240,241 △25.8

Ⅵ 特別利益 ※３ - - 69,536 2.9 677,489 14.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 1,083 0.1 108,928 4.6 931,336 19.4

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
(当期)純損失(△）

△291,487 △10.2 56,389 2.4 △1,494,088 △31.1

法人税、住民税 
及び事業税

2,911 10,847 13,998

法人税等調整額 2,014 4,926 0.2 - 10,847 0.5 94,300 108,299 2.2

中間純利益又は 
中間(当期) 
純損失（△）

△296,413 △10.4 45,541 1.9 △1,602,388 △33.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計
資本準備金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,353,948 1,395,098 1,395,098 302,400 302,400 3,051,448

中間会計期間中の変動額

新株予約権の行使 6,860 6,860 6,860 13,720

中間純損失 △296,413 △296,413 △296,413

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額（純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) 6,860 6,860 6,860 △296,413 △296,413 △282,693

平成18年９月30日残高(千円) 1,360,808 1,401,958 1,401,958 5,987 5,987 2,768,754

評価・換算 

差額等

新株予約権
純資産 

合計
その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等 

合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,931 2,931 2,492 3,056,872

中間会計期間中の変動額

新株予約権の行使 13,720

中間純損失 △296,413

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額（純額)
△8,006 △8,006 ― △8,006

中間会計期間中の変動額合計(千円) △8,006 △8,006 ― △290,700

平成18年９月30日残高(千円) △5,075 △5,075 2,492 2,766,171



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 2,861,046 2,902,158 2,902,158 △ 1,299,987 △ 1,299,987 4,463,217

中間会計期間中の変動額

新株予約権の行使 427 427 427 855

中間純利益 45,541 45,541 45,541

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) 427 427 427 45,541 45,541 46,396

平成19年９月30日残高(千円) 2,861,473 2,902,586 2,902,586 △1,254,445 △1,254,445 4,509,614

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証

券評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △ 5,557 △ 5,557 2,492 4,460,153

中間会計期間中の変動額

新株予約権の行使 855

中間純利益 45,541

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額（純額）
△21,000 △21,000 △2,492 △23,492

中間会計期間中の変動額合計(千円) △21,000 △21,000 △2,492 22,903

平成19年９月30日残高(千円) △26,557 △26,557 － 4,483,057



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計
資本準備金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,353,948 1,395,098 1,395,098 302,400 302,400 3,051,448

事業年度中の変動額

新株予約権の行使 7,040 7,040 7,040 14,080

新株の発行 1,500,057 1,500,020 1,500,020 3,000,077

当期純損失 △1,602,388 △1,602,388 △1,602,388

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(千円) 1,507,097 1,507,060 1,507,060 △1,602,388 △1,602,388 1,411,769

平成19年３月31日残高(千円) 2,861,046 2,902,158 2,902,158 △1,299,987 △1,299,987 4,463,217

評価・換算 

差額等

新株予約権
純資産 

合計
その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等 

合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,931 2,931 2,492 3,056,872

事業年度中の変動額

新株予約権の行使 14,080

新株の発行 3,000,077

当期純損失 △1,602,388

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
△8,488 △8,488 ― △8,488

事業年度中の変動額 

合計(千円)
△8,488 △8,488 ― 1,403,280

平成19年３月31日残高(千円) △5,557 △5,557 2,492 4,460,153



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基

準及び評価方

法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原価法

を採用しております。

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社

株式

同左

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社

株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)を採用しておりま

す。

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

なお、匿名組合出資金に

ついては、匿名組合損益

のうち持分相当額部分を

「営業損益」に計上し、

同額を匿名組合出資金に

加減算することにより評

価しております。

なお、匿名組合出資金に

ついては、匿名組合損益

のうち持分相当額部分を

「営業損益」に計上し、

同額を匿名組合出資金に

加減算することにより評

価しております。

また、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資(金融商品取

引法第２条第２項により

有価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な直

近の決算書を基礎とし、

組合の収益及び費用を当

社の出資持分割合に応じ

て計上するとともに純損

益の持分相当額を加減し

て評価しております。

なお、匿名組合出資金に

ついては、匿名組合損益

のうち持分相当額部分を

「営業損益」に計上し、

同額を匿名組合出資金に

加減算することにより評

価しております。

また、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの)

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な直近の

決算書を基礎とし、組合

の収益及び費用を当社の

出資持分割合に応じて計

上するとともに純損益の

持分相当額を加減して評

価しております。

(2) デリバティブ

時価法を採用しておりま

す。

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

を採用しております。

(3) たな卸資産

商品

――――――――――  
 

(3) たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

を採用しております。

仕掛品・貯蔵品

個別法による原価法を採用

しております。

仕掛品・貯蔵品

同左

仕掛品・貯蔵品

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価
償却の方法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

定率法を採用しておりま

す。

定率法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物          10～15年 

車両運搬具     ２～３年 

器具備品      ３～20年

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物         10～15年 

車両運搬具         ２年 

器具備品     ３～20年

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物          10～15年 

車両運搬具     ２～３年 

器具備品      ３～20年

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

コンテンツ版権

法人税法に定める特別な

償却方法と同様の償却方

法により２年で償却して

おります。

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

同左

コンテンツ版権

同左

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

同左

コンテンツ版権

同左

(3) 長期前払費用

定額法を採用しておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計

上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

当中間会計期間において

は、債権の回収が確実であ

ること及び過去の貸倒実績

がないこと等により計上し

ておりません。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

当事業年度においては、債

権の回収が確実であること

及び過去の貸倒実績がない

こと等により計上しており

ません。

４ 外貨建ての

資産及び負

債の本邦通

貨への換算

基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引

の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

６ ヘッジ会計

の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特

例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ対象

とヘッジ手段は以下のとお

りであります。

ヘッジ手段 

金利スワップ

ヘッジ対象 

借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は以下のとおりで

あります。

ヘッジ手段 

金利スワップ

ヘッジ対象 

借入金

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに

金融収支改善のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行

っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７  その他中間

財務諸表(財

務諸表)作成

のための重

要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会
計処理は税抜方式によって
おります。

消費税等の処理方法
同左

消費税等の処理方法
同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する

金額は2,763,679千円であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

（繰延資産に関する会計基準等）

 当中間会計期間より「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日実務対応報告第19号）を適用

しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、新株発行費は、当中間連結

会計期間より株式交付費として表示

しております。

  

 ──────────────

（貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。  

従来の資本の部の合計に相当する

金額は4,457,660千円であります。  

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成し

ております。  

 

（繰延資産に関する会計基準等）  

 当事業年度より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日実務対応報告第19号）を適

用しております。  

これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、新株発行費は、当事業年

度より株式交付費として表示して

おります。  

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間貸借対照表)

前中間会計期間末の「未収入金」は流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末

において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

しております。

なお、前中間会計期間末の流動資産の「その他」に含ま

れている「未収入金」の額は30,620千円であります。

(中間貸借対照表)

前中間会計期間末の「前払金」及び「短期貸付金」は

流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、 

当中間会計期間末において資産の総額100分の５を超え

たため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間末の流動資産の「その他」に含ま 

れている「前払金」の額は439,629千円、「短期貸付

金」の額は65,554千円であります。

前中間会計期間末の「前受金」は流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末

において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

しております。

なお、前中間会計期間末の流動負債の「その他」に含ま

れている「前受金」の額は47,987千円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

37,055千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

39,068千円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

33,541千円

※２ 担保資産

システム開発資金3,600千円

（一年以内返済予定の長期借

入金3,600千円）の担保に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

ソフトウェア 6,895千円

※２ 担保資産

新 作 コ ン テ ン ツ 制 作 資 金 

100,000千円（一年内返済予定

の長期借入金23,600千円 長

期借入金76,400千円）の担保

に供しているものは、次のと

おりであります。

ソフトウェア     3,447千円

※２ 担保資産

新 作 コ ン テ ン ツ 制 作 資 金

100,000千円（一年内返済予定

の長期借入金11,800千円 長

期借入金88,200千円）の担保

に供しているものは、次のと

おりであります。

ソフトウェア          5,171千円

 

３ 偶発債務

次の関係会社について、債務

保証を行っております。

保証先 ㈱ゴンゾロッソオンライン

金 額 80,000千円

内 容 
 

被保証者の銀行借入に対す
る保証

 

３ 偶発債務

次の関係会社について、債務

保証を行っております。

保証先
㈱ゴンゾロッソ(旧㈱ゴン
ゾロッソオンライン）

金 額       40,000千円

内 容 
 

被保証者の銀行借入に対す
る保証  

 

３ 偶発債務

次の関係会社について、債務

保証を行っております。

保証先 ㈱ゴンゾロッソオンライン

金 額       100,000千円

内 容
 

被保証者の銀行借入に対す
る保証

保証先 ㈱GDHキャピタル

金 額       50,000千円

内 容
 

被保証者の銀行借入に対す
る保証

※４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。

※４ 消費税等の取扱い

同左

※４ 消費税等の取扱い

―――――――――――

５ 当座貸越契約

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。

当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 2,100,000千円

借入実行残高 1,300,000千円

差 引 額  800,000千円

５ 当座貸越契約

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。

当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 1,650,000千円

借入実行残高   650,000千円

差 引 額 1,000,000千円

５ 当座貸越契約

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。

当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額 1,710,000千円

借入実行残高 1,010,000千円

差 引 額  700,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金        1,000千円

受取利息          7,622千円

保険解約返戻金     368千円

為替差益     23,346千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金        1,500千円

受取利息         16,059千円

為替差益      5,727千円

消費税還付金     17,500千円

※１ 営業外収益の主要項目

為替差益     38,570千円

受取配当金        2,000千円

受取利息         10,911千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息         38,506千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息         45,564千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息         91,370千円

株式交付費        3,452千円

※３ 特別利益の主要項目

――――――――――

※３ 特別利益の主要項目

子会社株式売却益 

                67,043千円

新株予約権戻入益 2,492千円

※３ 特別利益の主要項目  

子会社株式売却益  

                677,489千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損   1,083千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損     193千円

事務所移転費   41,440千円

投資有価証券評価損 

         43,166千円

匿名組合出資持分変動損失 

         20,328千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損   23,478千円  

事務所移転費    18,965千円  

受注解約損失    52,584千円  

コンテンツ減損損失  

         836,263千円  

 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産    7,261千円

無形固定資産  526,624千円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産    7,239千円

無形固定資産  627,077千円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産    18,698千円

無形固定資産  1,004,240千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 

相当額 

 (千円)

減価償却 

累計額相

当額 

(千円)

中間期末 

残高相当

額 

(千円)

有形固定資産

(建物)
5,865 1,270 4,594

有形固定資産

(器具備品)
110,690 38,915 71,774

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 1,838 1,611

合計 120,006 42,025 77,980

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額

相当額 

 (千円）

減価償却 

累計額相

当額 

 (千円）

中間期末 

残高相当

額 

 (千円）

有形固定資産

(建物)
- - -

有形固定資産

(器具備品)
82,127 35,850 46,277

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 2,433 1,016

合計 85,578 38,284 47,293

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 

相当額 

 (千円)

減価償却 

累計額相

当額 

(千円)

期末残高 

相当額 

(千円)

有形固定資産

(建物)
5,865 1,857 4,007

有形固定資産

(器具備品)
86,811 32,174 54,636

有形固定資産

(車両運搬具)
3,450 2,203 1,246

合計 96,127 36,235 59,891

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 24,346  千円

１年超 56,910  千円

合計 81,256  千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料     13,411千円

減価償却費相当額   12,290千円

支払利息相当額       993千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 13,906 千円

１年超 36,761 千円

合計 50,668 千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料      9,109 千円

減価償却費相当額  8,382 千円

支払利息相当額     622 千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料期末残高相当額

１年内   18,825千円

１年超   44,201千円

合計   63,026千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料      20,996千円

減価償却費相当額  19,364千円

支払利息相当額     5,803千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間（自  平成19年４月１日  至  平成19年９月30日） 

中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(貸主側)

 未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 1,757千円

１年超 1,231千円

合計 2,989千円

(注) 上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料中

間期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引はお

おむね同一の条件で第三者にリー

スしているので、ほぼ同額の残高

が上記の借主側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含まれてお

ります。

 

(貸主側)

 未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 68千円

１年超 -千円

合計 68千円

同左
 

(貸主側)

 未経過リース料期末残高相当額

１年内   1,440千円

１年超    917千円

合計   2,357千円

(注) 上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料期

末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引はお

おむね同一の条件で第三者にリー

スしているので、ほぼ同額の残高

が上記の借主側の未経過リース料

期末残高相当額に含まれておりま

す。



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

子会社株式の売却
 当社は、平成18年10月27日開催の

臨時取締役会において、当社が保有

する、当社子会社の株式会社ゴンゾ

ロッソオンラインの株式の一部につ

いて、譲渡することを決議し、同日

に売却を実施いたしました。その概

要は以下のとおりであります。

(1)売却先会社名

 サイバード・プラスモバイル・フ

ァンド投資事業有限責任組合

 無限責任組合員 株式会社サイバ

ード・インベストメント・パート

ナーズ 代表取締役 太田 譲治

(2)売却の目的

 資本政策の一環

(3)売却株式数

 500株

(4)売却価額

 105,000千円

(5)売却損益

 52,160千円

――――――――――  
 

１．子会社の合併  

平成19年２月26日開催の取締役会に

おいて、当社連結子会社である株式

会社ゴンゾロッソオンラインと株式

会社Ｇクリエイターズが合併するこ

とを決議し、両社は平成19年４月１

日に合併いたしました。  

 

（1）合併期日 平成19年４月１日  

（2）合併の目的  

  子会社２社を合併することによ

り、両社が持つ機能を統合し効率化

を図っていくとともに、会社資源の

有効活用を目指すことを目的として

おります。  

（3）合併方式  

株式会社ゴンゾロッソオンラインを

存続会社とし、株式会社Ｇクリエイ

ターズを解散会社としました。  

（4）合併比率  

株式会社Ｇクリエイターズの株式１

株に対して、株式会社ゴンゾロッソ

オンラインの株式1.34株を割当て交

付しました。  

（5）増加資本金及び資本準備金  

資本金   60,000千円  

資本準備金 30,000千円  

（6）合併による引継財産  

合併期日において株式会社ゴンゾロ

ッソオンラインは株式会社Ｇクリエ

イターズの資産・負債及び権利義務

の一切を引き継ぎました。なお、株

式会社Ｇクリエイターズの平成19年

３月31日現在の財政状態は以下のと

おりであります。  

 資産合計   152,507千円 

 負債合計    87,836千円  

 純資産合計   64,670千円 



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
――――――――――  

 
――――――――――  

 

２．子会社の商号変更  

上記の子会社２社の合併に伴い、合

併後会社がより広範な内容の事業を

扱うこととなるため、平成19年３月

30日開催の取締役会において商号変

更を行うことを決議し、平成19年４

月１日にて商号を「株式会社ゴンゾ

ロッソ」と変更いたしました。  

 

３．重要な子会社の設立  

当社は、平成19年３月22日開催の取

締役会において、下記の投資事業有

限責任組合を組成することを決議

し、平成19年５月２日に出資いたし

ました。  

（1）投資事業有限責任組合の概要  

①組合名 ジャパンエンターテイン

メント投資事業有限責任組合  

②組合設立日 平成19年４月23日  

③出資金 総額1,000,000千円  

当社出資総額450,000  

千円（既出資額135,000千円）  

④無限責任組合員 株式会社GDHキ

ャピタル  

（2）組合設立の目的   

コンテンツに関する著作権等の取

得、コンテンツ企業への出資及びコ

ンテンツ制作会社等への資金の貸付

を目的としております。  

 

 

 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第８期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月18日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株 式 会 社 Ｇ Ｄ Ｈ 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ＧＤＨの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ＧＤＨ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１０月２７日開催の取締役会において、会社

が保有する子会社株式の一部について譲渡することを決議し、同日に売却を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

平成１８年１２月２７日

取 締 役 会 御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  村  孝  郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株 式 会 社 Ｇ Ｄ Ｈ 

 
  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ＧＤＨの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＧＤＨ及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成１９年１２月２１日

取 締 役 会 御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  村  孝  郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株 式 会 社 Ｇ Ｄ Ｈ 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ＧＤＨの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ＧＤＨの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１０月２７日開催の取締役会において、会社

が保有する子会社株式の一部について譲渡することを決議し、同日に売却を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成１８年１２月２７日

取 締 役 会 御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  村  孝  郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株 式 会 社 Ｇ Ｄ Ｈ 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ＧＤＨの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第９期事業年

度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ＧＤＨの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成１９年１２月２１日

取 締 役 会 御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  猪  瀬  忠  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  村  孝  郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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